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インドネシアのバリ島は、「神々の棲む島」、「最後の
楽園」として知られる世界有数の観光地である。ツーリ
ズムは、外国人観光客の増加とともに、バリ社会に大き
な変化をもたらした。何よりも大きな変化は、バリ島の
外から仕事をもとめて流入してくる移住者の増加であ
る。移住者は、国外からではなく、インドネシア国内か
要旨：本稿は、グローバル・ツーリズムのなかで大きく変容しつつあるバリを、地域コミュニティに視点を据えて捉えなおす
ことをねらいとする。１９８０年代後半のツーリズムの展開は、外国人観光客とともに、仕事をもとめて流入してくるインドネシ
ア国内からの大量の移住者をもたらした。移住者の大半は、隣島のジャワやロンボックから来たイスラム教徒である。２００２年
の爆弾テロ後の観光業の低迷のなかで、治安維持を目的とする移住者の取り締まりが強化されている。
本稿では、変化が顕著に観察できるデンパサール市郊外にあるプモガン行政村を事例に、イスラム教の移住者とヒンドゥー
教の地元出身者との軋轢の背景について考察する。こうした問題の背景には、近郊農村の急速な都市化と混住化、アジア
の通貨危機後にインドネシア全土で見られる失業層や貧困層の増加、ツーリズムの展開に伴うバリ人の経済格差の拡大があ
る。また、ポスト・スハルト体制における地方分権化も、排他的なローカリズムを生みだす背景として無視できない。こう
した背景のもとで、バリ人の土地喪失の恐怖からくるジャワ人への対抗意識が昂じて、爆弾テロを契機にバリ・ヒンドゥーの
排他的なローカリズムの文化運動（アジェク・バリ）が広がっている。グローバル・ツーリズムの波は、就労機会を拡大し、
バリ社会を物質的に豊かにした。だがその一方で、インドネシア国内からのイスラム教の移住者とヒンドゥー教の地元出身者
とのあいだの溝を広げ、バリの社会不安を増大させている。
キーワード：バリ島、ツーリズム、移住者
図1 本稿の主な舞台
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らの移住者が大半である。多民族国家インドネシアに
あって、国内からの移住者の増加は、ヒンドゥー教のバ
リ人とは異なる宗教や異なる言語をもつエスニシティの
増加を意味する。
こうした移住者の増加は、ツーリズムにともなうバリ
社会の急激な変化と、爆弾テロ後の観光業の低迷がもた
らす影響とに、緊張感を加える。こうした変化は、バリ
州の州都デンパサール市で顕著である。本論文では、デ
ンパサール市近郊のプモガン行政村（Desa Pemogan）
の事例をとりあげ、グローバル・ツーリズムの進展によ
る移住者の増加が、バリの農村コミュニティにもたらし
た変化の様相を明らかにする。
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バリの本格的なツーリズムの展開は、１９８０年代になっ
てからである。１９８５年以降、外国人観光客は急速に増
え、１９８５年の２１万１，２２２人が２０００年には１４１万２，８３９人に
なり、１５年間で７倍近くまで増える（表１）。この間、
観光客が減少するのは、アジアの通貨危機に端を発する
スハルト政権崩壊の影響を受けた１９９８年だけである。だ
が、その影響は、インドネシア全体がうけた打撃に比べ
ると小さなものである。それ以降は、かつてないほど外
国人観光客は増大するが、２０００年をピークに、２００１年９
月のニューヨークの同時多発テロ後の減少、２００２年１０月
のバリ島の爆弾テロ後の激減と続く。２００４年には、再び
観光客が戻ってくるが、２００５年１２月の２度目のバリ島爆
弾テロによって再び減少に転じ、低迷する。
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ツーリズムの展開は、雇用の機会を拡大し、人口の増
加をもたらした。バリの人口は、１９８５年の２５５万８，４７９人
から２００５年の３２４万７，７７２人と２０年間で１．２７倍に増えてい
る（表２）。州都デンパサール市の人口の増加は、さら
に急速で、１９９５年の３６万４，４１９人が２００５年には４６万３，９１５
人と、１０年間で１．２７倍に増えている（表２）。
見落としてはならないことは、２０００年代になっても、
バリの人口が、それまで以上に急速に増加し続けている
ことである。このことは、観光業が低迷し、仕事が少な
くなっているにもかかわらず、なお、仕事をもとめてバ
リに移動してくる人々が増加していることを意味する。
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こうした統計に表れる人口の増加は、実際の人口増加
よりもかなり少ないと考えなければならない。なぜな
ら、統計に表れるのは、行政が定めた転入手続きをし
て、カテペ KTP（Kartu Tanda Penduduk の頭文字の
略称）と呼ばれるインドネシア国民の身分証明証に記載
された住所を変更してバリの住民になった人数である。
こ う し た 転 入 者 以 外 に も、バ リ に は、キ プ ン
（KIPEM）と呼ばれる出稼ぎ労働者がいる。キプンと
は、季節滞在者 IDカード（Kartu Identitas Penduduk
Musiman）を表すインドネシア語の頭文字である。島
外の住民が、３ヶ月以上バリに滞在する場合には、この
IDカードを取得しなければならない。バリでは、イン
ドネシア国内から仕事をもとめて流入してくる島外から
の出稼ぎ労働者のことを、彼らが所持する季節滞在者 ID
カードの頭文字をとってキプンと呼んでいる。この一時
滞在者のための IDカードの名称は、今日では、季節滞
在者 IDカードから「外来者 IDカード（Kartu Identitas
表1 外国人観光客数の変化（バリ直航者）
単位：人
年 人 年 人
１９８５
１９８６
１９８７
１９８８
１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
２１１，２２２
２４３，３５４
３０９，２９２
３６０，４１３
４３６，３５８
４８９，７１０
５５４，９７５
７３５，７７７
８８４，２０６
１，０３０，９４４
１，０１４，０８５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６
１，１３８，８９５
１，２３０，３１６
１，１８７，１５３
１，３５５，７９９
１，４１２，８３９
１，３５６，７７４
１，２８５，８４２
９９３，１８５
１，４５７，５６５
１，３８６，４４８
１，２６０，２７０
典拠：Bali Dalam Angkaより作成
表2 バリの人口変化（１９８５－２００６）
年 バリ州 デンパサール市
１９８５
１９９０
１９９５
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６
２，５５８，４７９
２，６５６，６４９
２，８２８，０２６
２，９９８，７７０
３，０４８，３１７
３，０９０，４９７
３，１３９，０２２
３，１７９，９１８
３，２４７，７７２
３，２６３，２９６
―
―
３６４，４１９
３９８，９３２
―
４２７，７２２
―
４４６，２２６
４６３，９１５
４５８，３３７
典拠：Bali Dalam Angkaより作成
― は不明
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Penduduk Pendatang）」という名称に代わり、略称も
キプンからキップ（KIPP）に代わっている。だが、出
稼ぎ労働者を表すキプン（KIPEM）という名称は、ID
カードの名称変更や、IDカードを実際に所持する必要
があるかどうかに関わりなく、島外から出稼ぎに来た低
賃金労働者を指す固有名詞としてバリ社会に定着してい
る。こうした出稼ぎ労働者は、一時滞在者であるため、
統計上、住民には数えられない。だが、バリにはジャワ
やロンボックから出稼ぎに来た膨大な数の移住者がい
る。
２００２年の爆弾テロ後に、この外来者 IDカードを持た
ない島外からの移住者に対する取り締まりが強化され
た。つまり、身分証名証（カテペ）に記載された居住地
がバリ州外のインドネシア国民が、バリで３ヶ月以上働
く場合は、外来者 IDカードを取得することが厳しく義
務づけられるようになった。だが、バリに仕事をもとめ
て来た島外からの出稼ぎ労働者の多くは、貧困層や失業
層であり、申請手数料がかかる外来者 IDカードを進ん
で取得する者は少ない。したがって、バリ州外から就労
目的で来る移住者の数を、外来者 IDカードの申請数で
正確に把握できるわけではない。
 	

ツーリズムは、バリの土地利用をも大きく変化させ
た。表３からは、水田が減少する一方で、宅地が増加し
ていることが分かる。１９８５年には９万８，８３０ヘクタール
あった水田が、２００５年には８万１，２０７ヘクタールと２０年
間で１万７，６２３ヘクタール減少している。一方、１９８５年
には２万７，７６１ヘクタールあった屋敷地が、２００５年には
４万６，３１７ヘクタールと１万８，５５６ヘクタール増加してお
り、２０年間で水田が減少した面積とほぼ同じ広さの屋敷
地が増えていることが明らかである。こうした土地利用
の変化は、土地所有者が農地を売却したためであり、農
地が、道路や宅地や工場やホテルやレストランや飲食店
やみやげもの屋といった住宅地や商工業用地に変わった
ことを意味する。バリの土地所有者が手放した農地は、
ジャカルタをはじめ島外の資本に取得されるケースも稀
ではない。こうして、近年のバリ、なかでもデンパサー
ル市の地価は年々上昇している。
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プモガン行政村はデンパサール市の郊外にある農村
で、グローバル・ツーリズム下でのバリ社会の変化が典
型的に現出している。以下では、プモガン村を事例に、
地元出身者と移住者の摩擦を取り上げ、それらの背景に
ついて考察する。
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プモガン村は、中心部から７km離れたデンパサール
市南部に位置し、官庁や民間会社が集中する中心部への
通勤圏にある。バリ最大の観光地であるクタやサヌール
にも近く、空港から観光地に抜けるバイパスが村の南側
を横断している。
こうした位置にあるため、プモガン村の人口は、近
年、急増している。２００５年のプモガン村の人口は、１万
９，４２４人、世帯数は３，９９０戸である。１９９５年の人口が１万
２７３人、世帯数１，７４８戸であるから、１０年間で人口も世帯
数も倍増していることが分かる（表４）。
プモガン村は、近郊農村であり、かつては住民の大半
が農民であった。近年、水田は、道路をはじめ下宿やア
パートといった住宅地、店舗や飲食店、染色工場や家具
工場といった商工場用地に転用されて、日々消滅してい
表3 バリ州の土地利用の変化
単位：ヘクタール、（ ）は％
年 水田 畑 農園 屋敷地 国有林・民有林 その他 計
１９８５
１９９０
１９９５
２０００
２００５
９８，８３０（１７．５）
９３，２９１（１６．６）
８９，１１６（１５．８）
８５，７７７（１５．２）
８１，２０７（１４．４）
１４７，１８５（２６．１）
１２５，９１５（２２．４）
１２５，９２２（２２．４）
１２７，４２９（２２．６）
１３３，５４７（２３．７）
１０５，８８０（１８．８）
１３０，８５２（２３．２）
１２９，２３４（２２．９）
１２７，１６４（２２．６）
１２６，６５７（２２．５）
２７，７６１（４．９）
３３，２６６（５．９）
３９，３１４（７．０）
４３，５５０（７．７）
４６，３１７（８．２）
１３６，３３１（２４．２）
１３６，７９１（２４．３）
１３８，７７９（２４．７）
１３８，６１１（２４．６）
１３４，５３３（２３．８）
４７，２９９（８．４）
４３，１７１（７．６）
４０，９２１（７．２）
４１，１３６（７．２）
４１，４０５（７．４）
５６３，２８６（１００）
５６３，２８６（１００）
５６３，２８６（１００）
５６３，６６７（１００）
５６３，６６６（１００）
典拠：Bali Dalam Angkaより作成
表4 プモガン行政村の人口と世帯数の変化
単位：人，戸
年次 人口 世帯
１９９５
２００５
１０，２７３
１９，４２４
１，７４８
３，９９０
典拠：プモガン村役場資料より作成
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る。これに伴い住民の職業も、農民だけでなく、公務員
や会社員、軍人、タクシーやミニバスの運転手、ホテル
やレストランの従業員、小売店や食堂、染色工場や家具
工場や陶器工場といった自営業の経営者と従業員、屋台
引き等々、多様化している。
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プモガン村では、転入者だけでなく、キプンと呼ばれ
る島外からの出稼ぎ労働者が急増している。表５のよう
に、人口２万人弱の村に１年に２０００人を越える移住者
が、一時滞在のための外来者 IDカード（KIPP）を新規
に申請している。外来者 IDカードの有効期限は３ヶ月
だが、手数料さえ払えば、何回でも延長できる。新規に
申請する者よりも、延長の申請者のほうが多い。つま
り、外来者 IDカードを持つ低賃金労働者の大半は、一
時滞在者というよりも、実際には、一時滞在のための ID
カードを何回も延長し、バリ島に長期間滞在して働く移
住者であることが分かる。さらに外来者 IDカードを申
請する者は、申請の手数料がかかることから、移住者の
一部にすぎない。したがって、プモガン村の移住者の数
は、数字に表れるよりも、はるかに膨大である。
キプンの移住前の居住地は、隣島であるジャワ島から
来たジャワ人が、圧倒的に多い（表６）。なかでもバリ
島に近い東部ジャワのバニュワギやジュンブルの出身者
が多い。中部ジャワからの移住者の大半は、バティック
（ジャワ更紗）が盛んなプカロガンの出身者である。
ジャワ島からの移住者に次いで多いのが、隣島であるロ
ンボック島から来た移住者である。ジャワ人もロンボッ
クから来たササック人も、イスラム教徒である。した
がって、島外から就労目的で来るキプンの大半は、イス
ラム教徒である。ロンボックも東部ジャワも、外国人労
働者を多数輩出している地域である１）。プモガン村の移
住者は、東部ジャワやロンボックの貧困層・失業層が、
国外ではなく、国内の隣島に出稼ぎに来ているのであ
る。
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次に、プモガン村の住民が居住する地区に目を転じて
みよう。プモガン村には１６の地区がある（表７）。ヒン
ズー教のバリ人が住む地区は、バリではバンジャール
（Bnjar）と呼ばれる。プモガン村には、ヒンドゥー教
のバリ人が住む１５のバンジャール（表７のから、
から）と、イスラム教のバリ人が住む１つのカンポン
（Kampung）２）（表７の）がある。プモガン村のカン
ポン・イスラム・クパオンの住民３）は、イスラム教徒で
あるが、ツーリズムに伴う近年の移住者ではなく、１７世
紀にマドゥラ島から渡来してきたマドゥラ人の末裔と伝
えられている。代々バリに住み続け、バリ語を話すプモ
ガン村のカンポンの住民の生活様式は、今日ではマドゥ
ラ人とは異なる。彼ら自身、自らをイスラム教のバリ人
と称しており、エスニック・アイデンティティは、バリ
人である。
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１５のバンジャールの住民と１つのカンポンの住民との
あいだには、同じバリ人であるが、宗教や生活様式の違
いから、隔たりがある。たとえば、２００２年のプモガン行
政村の村長（Kepara Desa）選挙の際の出来事は、両者
のあいだの溝を表わしている。村長の候補者３名のう
ち、２人はヒンドゥー教のバンジャールから選出され、
１人はイスラム教のカンポンから選出された。候補者の
中から村長を選ぶ住民の投票に先立ち、ヒンドゥー教の
表6 外来者 IDカード申請者（延長）の移住前の居住地（２００５年９月分）
単位：人
東部ジャワ 中部ジャワ 西部ジャワ ロンボック その他＊ 計
人数 ２３０ ３４ ５ ２７ ５４ ３５０
典拠：プモガン行村役場資料より
＊ 不明を含む
表5 プモガン村における外来者 IDカー
ド申請者数の変化
単位：人
年次 新規 延長
２００４
２００５
１，９６５
２，２８４
―
６，１５５人
典拠：プモガン村役場資料より作成
― は不明
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バンジャールから選ばれた２人の候補者のうち１人が辞
退した。このため、村長選挙は、ヒンドゥー教の候補者
とイスラム教の候補者の一騎打ちになった。その結果、
住民の数が多いヒンドゥー教の候補者が当選し、村長に
就任した。
こうした経緯からは、イスラム教住民に対するヒン
ドゥー教住民の対抗心がうかがえる。つまり、ヒンドゥ
ー教の住民の内部の小さな違いや対立を超えて、ヒン
ドゥー教の住民同士でまとまって自分たちの代表を村長
に選ぼうとする心情が見て取れる。だが、ヒンドゥー教
の地元出身者とイスラム教の地元出身者との間の溝は、
それほど大きいものではない。ヒンドゥー教のバリ人も
イスラム教のバリ人も、宗教は違うが、バリ語を話すバ
リ人であり、代々プモガン村に住み続けてきた地元出身
者である。バリ島の宗教的マジョリティとマイノリティ
としての敵愾心はあるが、両者は、バンジャールとカン
ポンという居住区の住み分けによって長く共存してきた
歴史があり４）、対抗心を越えた大きな軋轢があるわけで
はない。
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今日、軋轢が顕著であるのは、地元出身者と、ツーリ
ズムの進展に伴う近年の移住者との間である。軋轢は、
イスラム教の地元出身者とイスラム教の移住者とのあい
だよりも、ヒンドゥー教の地元出身者とイスラム教の移
住者とのあいだのほうがより大きい。
例えば、両者の軋轢のひとつとして、地元出身者であ
る農民とバティック工房の経営者とのあいだの軋轢を指
摘しておきたい。プモガン村の水田は減少したが、今日
でもなお２００ヘクタールほどの農地が残っており、３００～
４００人ほどの農民がいる。
ツーリズムが拡大する１９８０年代後半以降、プモガン村
にバティック工房が増え始めた。バリ島は、本来、バ
ティック（ジャワ更紗）の産地ではない。だが、観光が
盛んになると、バティックの有名な産地のひとつである
中部ジャワのプカロガンから経営者や職人が多数バリに
移住してきて、観光客や輸出用のバティックの生産が始
まった。住宅地に建てられたバティック工場は、近隣住
民とのあいだに騒音問題を引き起こしている。また、バ
ティック工房から河川に排出される染料の廃液が農業用
水を汚染して、工場の経営者と稲作農民との間に深刻な
摩擦を生じさせている。混住地帯であるがゆえに生じる
こうした問題は、農民の多数を占めるのがヒンドゥー教
のバリ人であり、移住者がイスラム教のジャワ人である
ため問題を複雑にしている。
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プモガン村の住民のあいだで顕在化しているもうひと
つの軋轢は、ヒンドゥー教の地元出身者とキプンと呼ば
表7 プモガン行政村の地区別人口と世帯数（２００５年１１月）
単位：人，戸
地区名（バンジャール、カンポン） 人口 世帯数（KK）
 BJ Pemogan Kaja（プモガンカジャ）
 BJ Panti Sari（パンティサリ）
 BJ Panti Gede（パンティグド）
 BJ Dalem（ダルム）
 BJ Dalem Kesumasari（ダルムクスマサリ）
 Kampung Islam Kepaon（カンポンイスラムクパオン）
 BJ Jaba Tengah（ジャバトゥンガ）
 BJ Jabajati（ジャバジャティ）
	 BJ Duku Tangkas（ドュクタンクス）

 BJ Taruna Bhinneka（タルナビネカ）
 BJ Praja Rakcaka（プラジャラカカ）
 BJ Sakah（サカ）
 BJ Rangkan Sari（ランカンサリ）
 BJ Kajeng（カジュン）
 BJ Gelegor Carik（グレゴルチャリ）
 BJ Gunung（グヌン）
６４９
４２２
５５１
２８３
４５６
２，２７５
４６４
７７７
１，３９３
１，３１９
１，９６９
２，１４７
１，１８４
１，８９８
１，８６７
１，７７０
１６８
１０６
１０５
７２
９４
２６５
９５
１４０
３４４
２９３
４３８
４７９
１５８
３７９
４７４
３８０
計 １９，４２４ ３，９９０
典拠：人口と世帯数はプモガン行政村役場資料より
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れるイスラム教の出稼ぎ低賃金労働者との関係である。
一時滞在のための外来者 IDカードを申請する手続き
は、村役場の下位組織（バンジャール・ディナスやカン
ポン）が窓口となる。プモガン村では、新規の申請手数
料が１０万ルピア、延長の申請手数料３万ルピアであ
る５）。この申請手数料は、バンジャールやカンポンで徴
収され、代表者が村役場にまとめて登録する６）。この申
請手数料は、仕事をもとめてバリにきたばかりの出稼ぎ
労働者にとっては負担が大きい。一方、この手数料は村
役場と窓口になっているバンジャールやカンポンに配分
される。出稼ぎ労働者が多いプモガン村にとって、外来
者 IDカードの申請手数料は、今日では、州や市からの
補助金に次ぐ貴重な収入源になっている。移住者のなか
には、申請手数料の負担と手続きの煩雑さを嫌って、申
請手続きをしない者が多い。こうした不法就労者を摘発
する地元バンジャールの自警団や村役場による抜き打ち
検査が、爆弾テロ後は頻繁に行われるようになり、移住
者と地元出身者とのあいだに緊張感を生んでいる。
5	

プモガン行政村は、グローバル・ツーリズムの下で、
人口が急増し、近郊農村から混住地域に短期間に変化し
たことで、矛盾や問題が集中的に顕在化している地域で
ある。プモガン村の住人は、４つに大別できる。（１）
地元出身者であるヒンドゥー教のバリ人（２）地元出身
者であるイスラム教のバリ人（３）バリ州内の他地区か
らプモガン村に転入してきたヒンドゥー教のバリ人
（４）バリ州外からの移住者であるイスラム教の非バリ
人である。（４）は、さらに（）自営業の経営者層と
（）不安定就労の貧困層に分けられる。これまでの考
察から、軋轢が最も顕在化しているのは、（１）ヒン
ドゥー教の地元出身者と（４）イスラム教の移住者との
間である。以下では、（１）と（４）の住民の生活の具
体的な事例を取り上げ、軋轢の背景について考察す
る７）。
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まず、（１）先祖代々プモガン村に住むヒンドゥー教
の地元出身者の生活を、プモガン村の水利組織（スバッ
ク）８）に所属する農民への聞き取りをとおして見てい
く。
クパオン水利組織のワヤンさん（仮名４３才）は、２１ア
ールの自作地と１ヘクタールの小作地をあわせて１２１ア
ールの水田を経営する専業農家である。小作地は以前３
ヘクタールあったが、２ヘクタールの小作地が宅地に変
わった。水田の宅地化は、土地所有者にとっては土地の
売却によって多額の現金を得る機会となるし、下宿や貸
店舗、飲食店や雑貨屋を営業したり賃貸したりすること
ができる。だが、農民の多数を占める小作人にとって
は、水田の宅地化は失業を意味する。なかでも自作地を
もたない小作農の失業問題は深刻である。小作農のカデ
さん（仮名５７才）は、以前は、２ヘクタールあった小作
地が次第に宅地になり、今は４０アールにまで減少してし
まった。
１９８０年代末になると、プモガン村の農民は、バティッ
ク工房から排出される着色された汚水に悩まされるよう
になる（写真１）。バティックの布を染める際に用いら
れた染料が直接用水路に流され、灌漑用水を汚染し、稲
の生育に被害がでるようになった。着色された汚水で農
民の足がかゆくなったり、稲が育たず枯死したり、田植
の苗がまっすぐ立たなくなったりする被害が続出した。
スバック長は、村長をとおしてバティック工房の経営者
に汚水を用水路に垂れ流さないよう数度にわたって申し
入れた。抗議した直後は一時的に汚水が減るが、夜中に
こっそり河川に流す経営者もおり、問題は解決していな
い。農民は、汚水に化学薬品がはいっているので、植物
だけでなく、アヒルや牛といった家畜が水田の水を飲ん
で被害にあうことを危惧している。
プモガン村の農民を悩ましているのは、バティック工
房の汚水だけでない。用水路に堆積するプラスティッ
ク・ゴミの問題にも、農民は頭を抱えている（写真
２）。水利組織では用水路の清掃を月に数回行っている
が、増え続けるペットボトルやビニル袋の山に到底対応
できるものではない。不燃ゴミは、用水路の川底をあげ
て、灌漑用水が水田にはいることを妨げている。
プモガン村は、日本の国際協力機構（JICA）の援助
でデンパサール市に設立されたマングローブ・インフォ
メーション・センター（MIC）が、ゴミの投棄をなくす
ための啓蒙活動の対象とした地域である。MICにあるマ
ングローブ林に毎日漂流する大量のゴミのもとをたどっ
て行き着いたのが川上のプモガン村であった。バリで
は、ゴミは昔から河川や用水路に投棄されるか、土に埋
められていた。こうしたゴミ処理方法でも、ある時期ま
では、大きな問題にならなかった。だが、バリ人の生活
様式が、プラスティックを使用した大量にゴミを出す生
活に変わり、バティック工房や家具工房といった自営業
の工場ができて、製造工程で排出されるゴミを川に廃棄
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するようになれば、事情は全く変わってくる。
マングローブ・インフォメーション・センターが主催
したワークショップに参加したプモガン村の各地区の代
表からは、当初、ゴミを投棄しているのは、地元出身者
ではなく、イスラム教の移住者であるという責任転嫁の
声が聞かれた。事実、マングローブ林には、バティック
工房の着色された染料が流れてくることがある。だが、
マングローブ・インフォメーション・センターが３ヶ月
の清掃活動で収集した３７５m３の固形ゴミの内訳は、プ
ラスティック（ペットボトルやビニル袋、ビニル包装）
５０％お供え物１５％木（バナナの芯やココナッツの殻
や小枝）１０％貝殻（養殖のエサの残り）８％家庭ゴミ
（野菜クズや衛生用品）５％死骸（鶏、豚、犬）５％
衣類２％缶２％	マットレス２％
紙類１％である
（表８）９）。ゴミの内容に、ヒンズー教徒が儀礼で使うお
供え物が多数含まれ、イスラム教徒が不浄であるとして
食さない豚の死骸があることから、移住者であるイスラ
ム教徒にのみ問題を帰することができないことは明らか
である。ゴミ問題は、飲料水がペットボトルになり、買
い物にビニル袋が使われるようになり、お供え物がバナ
ナの葉からプラスティック容器に変わるといったバリ人
の生活様式の変化を無視して考えることはできない。
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では、次に移住者に目を向ける。まず、廃液の問題を
めぐって、地元出身の農民とのあいだにコンフリクトが
生じているバティック工房の経営者と従業員の事例をと
りあげる。
バティック工房（）
バティック工房の経営者ソーディキンさん（仮名５１
才）は、プカロガン出身である。プカロガンでは父の工
房で働きながら、バティックを習っていた。１９９２年に妻
の兄弟と一緒にバリに来て、バティック工房の従業員に
なった。１９９９年頃に独立し、現在の工房を始めた。独立
してから妻と子供もバリに呼び寄せた。独立当時は、従
業員が２３人いたが、バリの爆弾テロの影響で、観光客が
激減して注文が減ったため、従業員は現在６人である。
クタにある衣料会社のボスから資金を借りて独立し、今
表8 ゴミの内訳
ゴミの種類 ％
プラスティック
お供え物
木
貝殻
家庭ゴミ
動物の死骸
衣類
缶
	マットレス

紙類
５０
１５
１０
８
５
５
２
２
２
１
計 １００
典拠：MIC（２００２－３）より
写真1 染料で着色された灌漑用水
写真2 用水路にあふれるゴミ
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もボスから原料（布や薬品）を仕入れ、注文を受けてい
るので、本当に独立した経営者とはいえない。従業員の
給与も払えない。いずれはプカロガンに帰りたいが、バ
ティック工房を経営した利益で、借金を返さないと、帰
りたくても帰れない。
この工房に６人いる従業員のなかで、設立当初から一
番長く勤めているヌロマン（２５才）さんは、妻の従兄弟
で、従業員のなかで、もっとも熟練した技能をもつ。ソ
ーディキンさんの長女（１８才）の婚約者で、来年結婚す
ることになっている。ヌロマンさん以外の他の５名の従
業員も皆、プカロガンの同じ村の出身で、経営者と遠い
親戚関係にある若者である。彼らの夢は、働きながら技
芸を身につけ、資金をためて独立することである。
バティック工房（）
ムリシンさん（３６才）の工房は、１９９５年頃の最盛期
は、従業員２５名、年間販売金額５千万ルピアの経営だっ
た。だが、通貨危機後、原料の値段が上がり、２００１年の
世界貿易センタービルのテロで海外からの注文が激減し
たため、現在は、従業員６名、年間販売金額は２千万ル
ピアに減少した。
ムリシンさんの工房で働く６人の従業員のうち一番長
く勤めている従業員は、東部ジャワのマラン出身のウダ
さん（３５才）である。ウダさんは、１９９０年からバリに来
て、土産物のサンダルを作って観光地で売ったり、中古
バイク屋でバイクの修理をしたりしていた。５年前から
この工房で働くようになったが、仕事がないときもある
ので、夜は、皮細工屋で皮鞄を制作するアルバイトをし
ている。他の５人の従業員も、同郷で、ウダさんと親戚
関係にある若者が多い。６人の従業員に加え、現在、東
部ジャワのバンニュワギ出身の２名のフリーランスが働
いている。注文が常にあるとは限らないので、大量の注
文が来たときだけ契約するフリーランスの労働者のほう
が都合良い。フリーランスは、別の工房の従業員であ
り、注文が多いときだけ借りてくる。従業員は、技術や
手際の良さに応じて１日４万～６万ルピアの賃金で働
き、工房内にある従業員の宿舎（２部屋）に寝起きして
いる。宿舎代と食事代は無料である。ムリシンさんの工
房も、最初は、プカロガン出身の従業員を雇用してい
た。だが、バリは物価が高く、従業員の賃金も高いの
で、今は、東部ジャワ出身の従業員を使っている。１９９５
年頃は、原料も安く、コストがかからないうえ、注文が
多かった。現在は、コストがかかり、注文も少ない。こ
のあたりは、人口の密集した住宅地になってきたので、
ここでバティックを生産することは、ますます難しく
なっている。
バティック工房の経営者は、現在、『満月（プルナマ
Purnama）』という名前の経営者の会に属している。こ
の会は、バティック工房の廃液をめぐる農民とバティッ
ク工房とのトラブルを仲介しようとしたプモガン行政村
の村長のアドバイスで、２００３年に結成された１０）。この会
ができてから、バティック工房の廃液を濾過して河川に
流すことが義務づけられ、違反者には罰金を科すこと
が、村長の立ち会いで、バティック工房の経営者とス
バック長の間に取り決められた。経営者の会の代表者で
あるムリシンさんの話では、廃液を濾過するのに、浄化
設備等の設備投資や多くの手間を要するわけではない
が、やる気のない頑固な経営者が、川にこっそり廃液を
たれ流すことを、どうすることもできないとのことであ
る。
会員数は、発足当初は６０名だったが、経営がうまくい
かずに毎年３～５名が脱退し、２００６年現在は５０名程度で
ある。倒産する経営者が多いのは、輸出業の不振に加
え、爆弾テロ後に観光客が減って注文が激減し、布や染
料などの原料代が高騰したためである。また、プモガン
村の地価が上昇し、土地の賃貸料が上がったことも大き
い。こうした事情から、今後も、倒産して脱退する経営
者が増えることが予想される。現在、廃液をめぐる地元
出身者であるスバックの農民と移住者であるバティック
工房の経営者との間の軋轢は、以前よりも深刻ではな
い。だが、倒産する経営者が増えて、バティック工房の
数が減少したためであり、問題が抜本的に解決されたわ
けではない。
バティック工房の経営者層は、キプンではなく、資金
繰りの必要などから、正式の転入手続きをしてバリの住
所が記載された身分証明証（カテペ）をもつ転入者であ
写真3 バティック工房
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る。だが、ほとんどの経営は、自営業とは名ばかりの、
元請けの仕立て会社から注文を請け負う下請け業者であ
る。直接注文を受けて生産する場合でも、輸出産業であ
るバティックは、中国系の資本や、海外の安価なバ
ティックとの競争にさらされている。こうした状況の中
で、従業員の給与の支払いも滞りがちである。従業員
は、３ヶ月以上滞在している者は、ほぼ全員が外来者 ID
カードを持つキプンである。バリの滞在歴が長い者も、
３ヶ月ごとに外来者 IDカードの延長手続きを繰り返し
ていた。バティックは、工芸品なので、従業員にとっ
て、工房は、本来、将来の独立を目標に、経験と技術を
積む職人の修行の場であった。だが、今日のプモガン村
のバティック工房は、従業員にとって、職人の熟練とは
無縁の、不安定で低賃金の日雇い労働の場になってい
る。
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以下では、キプンと言われる島外からの出稼ぎ低賃金
労働者に目を向ける。キプンは、バティック工房や家具
工房、煉瓦工場や陶器工場の自営業の従業員をはじめ、
農業雇用労働者、建築・土木の日雇い労働者、観光地の
露天商や食堂の店員、カキリマと言われる手押し屋台引
きや土産物作りなど、様々な職業に就いている。
事例（）「ブルー・ロンボック」：煉瓦工場の従業員
まず、ロンボック出身の低賃金労働者の事例を取り上
げる。バリでは、ロンボック出身の低賃金労働者を、
「ブルー・ロンボック」と呼んでいる。ロンボックから
の出稼ぎ者は、農民が多く、左官や煉瓦造りや大工な
ど、バリ人が嫌がる力仕事の肉体労働に従事している者
が多いからである。事実、バリの建築・土木の現場で働
いているブルーカラー労働者の多くは、ロンボック出身
者である。
プモガン村にある煉瓦工場でも、ロンボックからの出
稼ぎ者を数名雇用している。アバスさん（４２才）は、こ
の煉瓦工場に勤めて１０年になる最古参の従業員である。
従業員というよりも、材料の注文や会計もしており、実
質的には経営者の片腕である。ロンボックでは、１．５ヘ
クタールの水田の自作農であったが、やせた土地なので
まともに生活できず、１９８７年からバリで働くようになっ
た。翌年ロンボックに戻って結婚し、以降は夫婦２人で
煉瓦工や左官の仕事をしながらバリで働いている。賃金
は、煉瓦１個当たり１２０ルピアの出来高制で、収入は平
均１日４万ルピア、１ヶ月大体１００万ルピアになる。ロ
ンボックで姉と暮らす高校生の長男に５０万ルピア仕送り
しており、妻の両親にも３～５万ルピア仕送りしてい
る。次男は、カンポン・イスラムにある幼稚園に通って
いる。ロンボックでは、アバスさんのような自作農で
も、「食べていくことはできるが、洋服を買ったり、子
供を幼稚園や学校にやったりすることはできない」た
め、出稼ぎしているとのことである。
アバスさんの妻の弟ファウジさん（３５才）は、アバス
さんの紹介で煉瓦工場で働き始めて７年になる。ファウ
ジさんは、中学卒業後ロンボックで小作をしていたが、
１９９６年にマレーシアのココナッツのエステートに出稼ぎ
に行き、不法就労で捕まったことがある。３年ほどマレ
ーシアで働き、その後バリに来た。２０００年に結婚してか
らは、妻と２人で働いている。５才になる息子が妻の両
親と一緒にロンボックに住んでいるので、１ヶ月１０万ル
ピア仕送りしている。ロンボックで家を建てることを目
標に月３０万ルピア貯金している。
この煉瓦工場では、アバス夫妻とファウジ夫妻以外に
も、ファウジさんの兄弟やファウジさんの妻の兄弟が、
従業員として働いている。ロンボックや東部ジャワの出
稼ぎ者は、親族や同郷ネットワークを頼りに、バリへの
出稼ぎや、外国人労働者として、マレーシアで働く者が
多い。マレーシアで働くインドネシア人労働者の多く
は、請負業者を介して不法入国した外国人不法就労者で
ある。
事例（）東部ジャワからの農業雇用労働者：テント村
の稲刈り作業隊（写真４、５）
次に、東部ジャワから稲刈りにきている農業雇用労働
者の事例を見てみよう。デンパサール市やバドゥン県の
稲刈りの時期に当たる３月、８月、１１月になると、水田
の近くにテント村が出現する。デンパサール近郊の稲刈
りシーズンを知らせる風物詩ともいえるテント村の住人
は、東部ジャワのバニュワギからやってきてバリの稲刈
りを請け負う業者が連れてきた農業雇用労働者である。
テントのひとつに住むアイエス（５０才）さん夫妻は、
隣のテントで寝起きする息子２人（２５才と１８才）と一緒
に稲刈りに来た。アイエスさんは、バニュワギでも農業
雇用労働者で、耕耘や稲刈り作業に従事している。バリ
の１回当たりの滞在日数は長くても１５日くらいだが、頻
繁にバリとジャワを行き来しているので、年間滞在日数
としてはバリのほうが長い。賃金は、１トン当たり１２万
ルピアで、作業をした労働者の人数で割るため、ジャワ
の稲刈り作業の労賃とそれほど変わらない。だが、ジャ
ワでは仕事が少ないが、バリでは１年中どこかで稲刈り
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の仕事がある。稲刈りは、農作業のなかで一番肉体的に
厳しい労働で、重い稲を運ぶと背中が痛くなる。テント
は自前で準備するし、バニュワギとバリを行き来する
フェリーとバスの交通費も自己負担である。１回当たり
の滞在日数が短く３ヶ月に満たないため、外来者 IDカ
ードを申請する手続きはしないが、滞在地のプチャラン
（バリの村の伝統的な自警団）１１）にテントひとつにつき１
万５千ルピア支払う。１５あるテントの住人は皆、同郷の
顔見知りである。
バリ島とジャワ島のあいだの海峡は最も狭いところで
３キロメートル弱と言われるほど近く、ジャワ島東岸の
バニュワギは、フェリーの発着所のあるバリ島西岸と、
海峡をへだてた目と鼻の先である。こうした距離の近さ
もあり、東部ジャワのバニュワギからは多くのジャワ人
が、バリに出稼ぎに来る。
事例（）野菜作のジャワ人
ジャワからの移住者は、低賃金の雇用労働者とは限ら
ない。貧しい仮小屋に住んで、キプンと呼ばれている
が、バリの土地を借りて野菜作をする借地農業者もい
る。プモガン村にある水田２０アールを借りて、畑として
利用し野菜を出荷しているウーマルさん（４７才）は、東
部ジャワのバニュワギ出身で、４年前にバリに来た。現
在、畑の一隅に建てた仮小屋に妻と２人で居住し、農地
を１年契約で借りて、葉物を作付けし、毎日出荷してい
る。野菜の販売金額は、１日９万から１０万ルピアにな
る。バリに来る前は、ウーマルさんは、妻の母の屋敷地
に住み、妻の母の水田（１２５アール）を経営する自作農
だった。１２５アールの自作地では、自家飯米に加えて若
干販売する程度なので、子供に教育をうけさせる余裕は
ない。
稲は収穫まで３ヶ月かかるが、野菜は２０日～１ヶ月で
収穫できる。バリの農業の比重は小さくなったが、観光
地であるため野菜や畜産の需要は大きい。「米価の低迷
と稲作のコストの大きさを考えても、バリでわざわざ稲
作をするジャワ人はいない」とウーマルさんは説明す
る。野菜作りは初めての経験だったが、試行錯誤してい
るうちに出荷できる野菜を作れるようになった。今は一
ヶ月１００万ルピアをジャワの実家に送金している。仕送
りの主な目的は、イスラム教の全寮制私立中学３年の長
女（１５才）の学資である。バリで働く目的を、ウーマル
さんは、「娘を学校にやるため」、「娘に高い教育をうけ
させたい」と繰り返す。ウーマルさんの息子２人は中学
校を卒業して働いているが、娘には大学まで進学させた
いと考えている。娘の大学進学は、兄である息子たちも
希望している。
東部ジャワやロンボックから仕事をもとめてバリに移
住する人々は皆、バリに先に来ている出稼ぎ者の兄弟や
親戚、同郷等の縁故関係を頼って働きに来ていた。事例
（）から（）までの移住者は、バリでは、キプンと
総称されている。だが、正確には、全員が一時滞在のた
めの外来者 IDカードを必要としているわけではない。
外来者 IDカードが要求されるのは、３ヶ月以上バリに
滞在する者である。（）の稲刈り作業の農業雇用労働
者は、３ヶ月未満の短期の滞在を繰り返すので、外来者
IDカードは必要ない。また、バティック工房や煉瓦工
場の従業員のなかには、親類や同郷者の縁故を頼って故
郷を出てきたばかりで、明確な目的がなく、定着するか
どうか分からない３ヶ月未満の労働者も多かった。
また、（）煉瓦工場の従業員や（）野菜作のジャ
ワ人のように、夫婦一緒に長期間バリで働いている出稼
ぎ者は、一時滞在のための外来者 IDカードではなく、
転入手続きをして、バリ州発行の身分証明証を取得して
いた。これは、保証人になってくれる地元出身者がいる
写真4 東部ジャワから出稼ぎにきた農業雇用労働者
写真5 東部ジャワの稲刈り作業隊が住むテント村
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からであり、外来者 IDカードを３ヶ月ごとに延長する
手数料よりも、住民登録したほうが安く、延長の手続き
に煩わされることがないからである。だが、バリの身分
証名証を所持する出稼ぎ労働者はそれほど多くない。出
稼ぎ労働者のかなりの部分が、長期間バリで働いていて
も、一時滞在のための外来者 IDカードを申請し、３ヶ
月ごとに延長するか、外来者 IDカードをそもそも申請
していない。
キプンとは、バリ島外から出稼ぎに来た貧困層を指す
言葉である。ここで紹介したジャワやロンボックからの
出稼ぎ者は、出身地では仕事がない失業層であり、バリ
では仮小屋や従業員用の宿舎に居住する貧困層といって
良い。これらの人々は一律にキプンと総称されている。
だが、なかには、一時滞在のための外来者 IDカードで
はなく、転入手続きをしてバリ州発行の身分証明証（カ
テペ）を所持している者もいた。また、必ずしも職を
転々としているわけではなく、厳しい労働に耐えて勤勉
に働き、生活を切りつめて、家屋や屋台や店舗を建てる
ための貯金をしたり、故郷に住む家族に仕送りをしたり
している者もいた。
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バティック工房の経営者と水利組織の農民との摩擦
は、イスラム教の移住者とヒンドゥー教の地元出身者と
の間のトラブルとして表れるが、近郊農村が短期間で都
市化し、混住化したために生じた問題である。この問題
に関して、カンポンに住むイスラム教の地元出身者とバ
ティック工房の経営者との間の摩擦が、ヒンドゥー教の
地元出身者とバティック工房との間の摩擦よりも少ない
のは、カンポンの住民には、農民がほとんどおらず、商
業や観光業の従事者が多いためである。バティック工房
が出す騒音問題については、イスラム教の地元出身者か
らも不満の声が聞かれた。したがって、バティック工房
の問題は、イスラム教の移住者の問題というよりも、住
宅地と農地と商工業用地が混在する混住化地域の問題で
ある。
一時滞在のための外来者 IDカードの申請手数料をめ
ぐる移住者と地元出身者との摩擦についても、イスラム
教の地元出身者が居住するカンポンと、ヒンドゥー教の
地元出身者が居住するバンジャールとでは、若干ニュア
ンスが異なる。カンポン・イスラム・クパオンでは、モ
スクの敷地内に外来者 IDカードの申請手続きをする事
務所をおいて、「日曜日がきたら KIPP（外来者 IDカー
ド）を思い出して下さい」という垂れ幕を作り、バリ州
外から来た出稼ぎ者が外来者 IDカードを取得しないこ
とで、不利益をこうむることがないよう呼びかけてい
る。実際、申請手続きをしていない移住者が、抜き打ち
検査で外来者 IDカードを持っていないことが発覚する
と、新規の申請手数料１０万ルピアに加えて、罰金２０万ル
ピアを払わなくてはならない。また、デンパサールの公
立学校では、バリ州の身分証明証をもたないキプンの子
弟を受け入れていない。だが、カンポン・イスラム・ク
パオンにあるイスラム教の公立小中学校は、プモガン村
の地元出身者だけでなく、一時滞在者であるキプンの子
弟にも門戸を開いている。一時滞在者の子弟を受け入れ
ないバリ州の公立学校の方針を、「地方自治のはき違
え」と怒りを込めて語るカンポンの学校教員もいる。こ
うした事情で、カンポン・イスラム・クパオンの公立学
校は、増大する一方のデンパサール市のイスラム教の移
住者の子弟を受け入れることになり、入学希望者が多す
ぎるため、近年は選抜試験をしなければならないほどで
ある。
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一時滞在のための外来者 IDカードを持たないイスラ
ム教の移住者に対する外国人の不法就労者並の取り締ま
りが始まるのは、２００２年のバリ爆弾テロ以降である。こ
れは、観光地バリの治安維持を目的とするものである。
時期を同じくして、バリの地方紙『バリ・ポスト』が唱
道するアジェク・バリ言説１２）が流布する。アジェク・バ
リとは、外からの悪影響に対して、バリ性を守り、バリ
の伝統を固持していこうとする文化運動である。もとも
とは、観光で浮かれ、先祖代々の農地を売ってホテルや
レストランに替えるバリ人に対して、農地を手放すこと
を戒めるスローガンであった。だが、バリ爆弾以降は、
ヒンドゥー文化の維持に一元化して、公立学校の教育の
なかにもバリ・ヒンドゥーの伝統行事の日には民族衣装
を来て通学させる等、排他的な性格を強めながら広がっ
ていく（写真６）。こうした運動は、バリ島に代々居住
するバリ島民１３）が、ヒンドゥー教徒だけではないので問
題がある。
「移住者は肉団子を売って土地を買うが、バリ人は土
地を売って肉団子を買う」という爆弾テロ後にバリで流
布することわざがある１４）。これは、ジャワからの移住者
が、インドネシア人が好む肉団子入り麺の屋台引きをし
て、勤勉に働いてバリの土地を買うほど経済的に上昇し
ていく一方で、怠惰なバリ人は、自分の土地を切り売り
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して得たお金でひとときのぜいたくをし、先祖代々継承
してきた大切な土地をなくしてしまうことに対して警句
を発している。事実、観光開発のなかで、島外からの資
本や投資家が、バリの土地を買い求めている。ここで、
バリ人が対抗心を持ち、畏怖しているのは、ジャワ人の
勤勉さである。同じ移住者でも、バリ人は、ロンボック
からの移住者には、警戒心を持たない。ジャワ人に抱く
バリ人の対抗心の裏には、ライバル意識だけでなく、商
業活動に従事する勤勉なジャワ人を前にしたバリ人の土
地喪失への恐怖心がある。

本稿で取り上げたバリ島における爆弾テロ後のイスラ
ム教の移住者とヒンドゥー教の地元出身者とのあいだの
緊張感は、流血をともなうような深刻な対立ではない。
だが、爆弾テロ後の観光業の低迷を背景に、イスラム教
の出稼ぎ者とヒンドゥー教の地元出身者との溝は深まっ
ている。
プモガン村における地元出身者と移住者との摩擦の背
景には、グローバル・ツーリズムの下での近郊農村の
急速な都市化と混住化の問題があった。さらに、ツー
リズムの展開に伴うバリ人の経済格差の拡大も無視でき
ない。ツーリズムは、土地を持つ者と土地を持たない者
との格差を広げた。また、商業や観光業の成功者と失敗
者との格差をもたらした。爆弾テロ後の観光業の低迷
は、移住者だけでなく、バリ人のなかにも失業や倒産す
る者を多数生み出している。アジアの通貨危機後にイ
ンドネシア全土で見られる失業層や貧困層の増加も指摘
しておかねばならない。ジャワやロンボックからバリに
出稼ぎに来る低賃金労働者は、外国人労働者としてマレ
ーシアに出稼ぎに行くインドネシア国内の失業層・貧困
層である。ツーリズムの低迷にもかかわらず、なお増え
続けるイスラム教の移住者は、バリの社会不安を増大さ
せている。ポスト・スハルト期における地方分権化
も１５）、爆弾テロを契機とする排他的なローカリズムを生
み出す背景になっている。アジェク・バリ言説は、バ
リ・ヒンドゥーの伝統文化を制度化し、その固持を唱道
する排他的な文化運動であり、スハルト政権崩壊後の地
方自治の強化がもたらした負の側面と言わざるを得な
い。こうした背景のもと、バリ人の土地喪失への恐怖か
らくるジャワ人への対抗意識が強まっている。
スハルト体制期に始まりポスト・スハルト期にも進展
するグローバル・ツーリズムの波は、就労機会を拡大
し、バリ社会を物質的に豊かにした。だがその一方で、
爆弾テロを契機とする観光業の低迷は、インドネシア国
内から来たイスラム教の移住者とヒンドゥー教の地元出
身者の溝を広げ、バリの社会不安を増大させている。
注
１）東部ジャワやロンボックには生活できるだけの農地も仕
事もないため、マレーシアのエステート（プランテー
ション）の労働者や家政婦として出稼ぎに行く者が多
い。この点については、Hugo（１９９３，２００６），Sudibia
（２００５）を参照。
２）カンポンとは、もともと村とか田舎を意味するマレー語
からきた言葉である。インドネシアでは、田舎から都市
に出てきた同じ出身地の人がまとまって住む居住区をカ
ンポンと呼ぶ。カンポンは、行政区ではなく、言葉や生
活習慣や宗教などエスニシティが同じ人々がまとまって
住むことで形成された自然の住み分けである。バリで
は、カンポンとは、もっぱらヒンドゥー教徒の住むバン
ジャールとは区別されたイスラム教徒の居住区を指す言
葉として使われている。
３）プモガン村のカンポン・イスラム・クパオンについて
は、永野（２００９：１５８－１６１）、吉原（２００８：１４３－１６５）
参照。
４）バリ島におけるヒンドゥー教の地元出身者とイスラム教
の地元出身者の住み分けによる調和的共存については、
倉沢（２００９）参照。
５）２００８年８月時点のルピアと円の換算レートは、１円が８１
ルピアである。
６）一時滞在のための外来者 IDカード（KIPP）の申請手数
料は、２００３年のバリ州条例１５３号によって、新規５万ル
ピア、延長５万ルピアと定められている。この条例が施
行された理由は、爆弾テロ後に、外来者 IDカードを所
持していない移住者にたいする取り締まりが強化される
なかで、地区ごとの手数料に大きな差があり、３０万ルピ
写真6 デンバサール市の中学校の掲示板に貼られたアジェ
ク・バリのポスター
130 グローバル・ツーリズム下でのイスラム教の移住者の増加と農村コミュニティの変容（永野由紀子）
アも手数料をとっていた地区があったためである。２００３
年の州条例は、こうした法外な手数料を規制するよう求
めた中央政府の意向を受けて制定されたといわれる。だ
が、作業報酬を手数料に上乗せしているため地区ごとの
手数料の差は、今もなくなっていない。
７）ここ取り上げる事例は、２００５年１２月から２００８年１２月にか
けて実施された聞き取り調査をもとにしている。名前は
すべて仮名、年齢は調査時点のものである。
８）バリの稲作農民は、スバック Subak と呼ばれるバリ人
特有の水利組織に属している。プモガン村には、チュ
チュラン水利組織とクパオン水利組織という２つのス
バックがある。スバックについては、Lansing（２００６）、
Sutawan（２００６）、永野（２００８）を参照。
９）プモガン村の固形ゴミの内容は、MIC（２００２－３：１９－
２２）を参照。
１０）バティック工房経営者が自発的に結成した組織でないこ
とは、バリ・ヒンドゥーの暦にしたがったお祈りの日で
ある満月を、会の名称にしていることからも明らかであ
る。
１１）プチャランについては、菱山（２００８：２５２－２６０）参照。
１２）アジェク・バリについては、中村（２００６：３０９）参照。
１３）バリ島民のマジョリティは、ヒンドゥー教のバリ人であ
る。だが、イスラム教のバリ人や、カソリックのバリ
人、バリ・アガといわれるヒンドゥー教が渡来する以前
の原バリ人等、多様な信仰をもつ宗教的マイノリティの
地元出身者が、バリにはいる。バリ人の定義について
は、永渕（２００７：７１－７３）を参照。
１４）この警句については、Hitchcock, Michael & Darma Pu-
tra, I Nyoman（２００７：１７１－１７４）参照。
１５）スハルト政権崩壊後のインドネシアの地方分権化の特色
と課題については、松井（２００３：３－１２）を参照
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